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キーワード　�ソフト施策、水害対策、住民はじめ多数の関
係者の連携

東京都内の荒川下流域での水害リスクに対応するため、自
治体、警察消防、鉄道、電力通信、福祉事業者などが参加し
て大規模氾濫に備えた事前防災行動計画「荒川下流タイムラ
イン」を策定し、実際の台風時に運用が行われている取組み。
33機関45関係部局により策定され、要配慮者利用施設の避
難確保計画との連動等も検討されている点や、公共交通機関
でのポスター掲示やSNSの活用等、様々な手段で住民への情
報発信に取り組んでいる点、多数かつ多様な関係者が協働す
る対応が期待される点が評価された。
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⑱荒川下流域を対象とした事前防災行動計画の策定
〜荒川下流タイムライン〜
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1．はじめに
荒川下流河川事務所では、平成26年度から自治体、
警察消防、鉄道、電力通信、福祉事業者等の参加を得て、
大規模氾濫に備えた事前防災行動計画「荒川下流タイム
ライン」の検討を開始した。
平成28年度からは想定最大規模降雨の荒川洪水浸水
想定を想定ハザードとして水害リスクを関係機関で共有
し、実施が必要な事前防災行動について検討を重ね、平
成29年度には我が国の防災計画として類を見ない33機
関45部局が協働して災害対応にあたる荒川下流タイム
ラインが策定され、実際の台風時に運用が行われている。

2．事業の概要
荒川下流タイムライン検討では、大規模水害による被
害を最小化するために、関係機関において平時から実施
すべき防災行動について、「いつ（実施時期）」、「何を（防
災行動）」、「誰が（実施主体）」の観点から明確化し、タ
イムライン（事前防災行動計画）として策定した。
荒川下流タイムラインでは、洪水浸水想定に基づく浸
水開始時間が異なることから、沿川自治体においても避
難勧告等のタイミングが異なる点や、江東デルタ等の大
規模氾濫による長期湛水リスクの大きい地域では、自治
体を越えての広域避難が必要になるなど、流域の水害リ
スクに応じた関係機関の防災行動が整理されている。

3．事業の成果
策定されたタイムラインをもとに、平成29年度にお
いては、実際の４回の台風時にタイムライン運用により
関係機関と連携した災害対応を行い、運用後はタイムラ
イン運用時の課題抽出やタイムライン検証を通じた改善
検討も行っている。
さらに、タイムラインの検討当初から地域の防災課題
である高齢化を踏まえ、福祉施設の管理者の参画を得て、
要配慮者の避難について検討を行ってきたが、平成29
年度以降は、福祉施設や福祉事業者の参画を拡充し、水
防法改正（平成29年）に伴う要配慮者利用施設の避難
確保計画と連動した検討も開始している。

4．おわりに
タイムラインは新たな防災計画であるため、今後はタ
イムライン自体の普及啓発と関連する水防災啓発が重要
となる。
このため、荒川下流域では、鉄道事業者及び沿川自治
体と協力して、鉄道駅構内や沿川自治体でタイムライン
普及啓発のポスター掲示等を実施している。また、ポス
ター掲示等の広報を行った場合や、実際の台風でのタイ
ムライン運用時には、その取組みを幅広く広報するため、
ツイッターやフェイスブック等のSNSを活用したタイ
ムラインの情報発信を行っている。

荒川下流域では、こうしたタイムライン普及啓発に加
え、タイムライン策定の過程で得られた知見を、他地域
にも役立てていただけるよう情報発信に努めるとともに、
タイムラインの活用を通じて関係機関同士の連携の強化
を図り、円滑かつ的確な災害対応の実施を目指す考えで
ある。さらに、タイムライン運用の検証や地域の防災課
題を踏まえ、タイムラインの改善や深化に向けた検討に
も継続的に取り組んでいく予定である。

ポスターや SNSによるタイムライン広報の取組み

関係機関とのタイムライン検討状況（現地視察や検討会の状況）


